



















（1） 本文、注、参考文献は、A4 判横書き（右開き A3）、２段組、一行 22 文字、42 行とする。ただ
し写真、図表等はこの限りではない。これ以外の書式を希望する場合、事前に研究論集編集委員
会（以下、編集委員会）へ申し出なければならない。


















 和文要約は、500 字以内のものを本文前に添付する。英文要約は、300 語以内とする。
（5）  書体は和文が MS 明朝、英文は Times New Roman とする。ただし部分的に太字や他の字体を使
用することは認める。
（6）  余白は、左 20 ｍｍ、右 20 ｍｍとする。














 １）  「半導体収益に陰り―大手６社今期見通し全体で４年ぶり収益―」『日本経済新聞』1996（平成３）
年５月 20 日付．
 ２） 同前記事 .
 ３） 池尾和人『金融産業への警告』東洋経済新報社，1995（平成７）年 ,149-150 ページ．
 ４） 同前書 ,161 ページ．
 ５） 前掲記事 .
 ６） 『経済統計月報』日本銀行統計局編，1995（平成７）年 10 月号，26 ページ．
 ７） 池尾 , 前掲書 ,238 ページ．
 ８）  Majorie Deane & Robert Pringle,The Central Banks,Hamish Hamilton, London,1994, p.196.
 ９） Ibid., pp.79-80.
 10）  Franco Bruni,“Central Bank Independence in the European Union”, Toward More Effective Monetary 
Policy, Cambridge University Press, Cambridge, pp.95-98,1995.
 11） Deane & Pringle, op.cit ., p.74.









5.   原稿は、原則として Microsoft Word、ないしは LaTeX で入力しなければならない。手書き原稿は受理














































































17.  研究論集の印刷判型は投稿原稿の書式とし、原則として A4 判左綴じとする。
（原稿の電子化と公開）
18.  掲載された原稿は、電子化し、機関リポジトリ等を通じてコンピュータ・ネットワーク上に公開する。
（その他）
19.  上記以外の必要事項については、編集委員会が別に定める。
（要領の改廃）
20. この要領の改廃は、学長が行う。
　附　則
平成 30 年２月８日「『九州情報大学研究論集』の編集・発行について」より改正。
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